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アジア途上国では，経済成長に伴いモータリゼーションと都市域スプロールが急速に進行しており，乗

用車依存社会の形成を避けるためにも，低炭素交通システムをより早期に実現することが求められている．

しかし，アジア途上国都市では，データ制約や将来の不確実性から，必要な施策の効果を把握することは

容易ではない．本研究では，アジア都市における道路と鉄道の整備経路による将来のモータリゼーション

の進行と鉄道利用の浸透の違いを日本の経験からシナリオ化し，これによる世帯立地の変化をモデル化す

ることで，土地利用交通施策の早期実施によるスプロール抑制の可能性をバンコクを例に分析する．この

結果，鉄道整備・土地利用規制・沿線高密度開発の組み合わせと，それらの実施時期によって，人口密度

の分布は大きく変化することが示された． 
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1. はじめに 

 

アジア開発途上国においては，今後の経済成長に伴い

大きなCO2排出増加が生じると見込まれ，経済発展を阻

害することなく排出増加を抑制する施策をいかに立案し

実施するかが重要な課題である．このうち，都市内交通

のCO2排出量は，経済発展に伴うモータリゼーション進

展の動向によって大きく左右される． 

過度のモータリゼーション進行は，車依存型の社会を

形成し，ここから抜け出すのはより困難となる．その要

因の1つに，モータリゼーションと相互に促進し合う都

市域スプロールが不可逆的であることが挙げられる．一

度低密度な開発がされると，その土地利用を元に戻すの

に多大な時間と費用を要す．スプロールの進行は，モー

タリゼーションをさらに促進させ，郊外開発を促進する

悪循環を引き起こす．しかし，現在アジア途上国都市で

実施されている交通施策にはこのような視点はそれほど

考慮されておらず，モータリゼーション進展に伴う渋滞

を解消するために道路建設を進めることで，スプロール

を促進させ，悪循環に自ら陥っている．これを回避する

ため，将来のアジア低炭素社会実現に必要な交通システ

ムを早期に提示することが求められる．また，低炭素交

通システムはCO2削減だけで評価されるものではなく，

その社会的な受容性，経済的な効果を考慮して評価すべ

きであるが，交通低炭素化はこのような社会的・経済的

効果と矛盾するものではなく，交通渋滞の解消やアクセ

スの改善といったCo-Benefitも期待できる． 

このため，自動車に代わって鉄道などの低環境負荷な

交通機関を導入し利用転換を促進する戦略（SHIFT）が

必要となる．21世紀初頭頃から，アジア途上国都市でも

都市内移動のための鉄軌道整備が本格的に始まっている．

この補完的な施策として，都市域スプロールを直接的に

抑制する土地利用施策は，不必要な交通需要発生を抑制

する低炭素交通戦略の1つ（AVOID）として挙げられる．

特に，経済成長により将来開発需要の大きいアジア途上

国では，この戦略によるCO2削減可能性は高いと考えら
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れる1)． 

このような気候変動対策としての交通の低炭素化は，

交通システム設計においては達成しなくてはならない制

約であり，長期的将来の低炭素交通システムの実現のた

めに何をすべきかというバックキャスティング的なアプ

ローチが必要となる．バックキャスティングアプローチ

とは，望ましい将来像を重視し，その実現のために必要

となる手段の内容を明確化することを目的としており，

90年代後半から気候変動対策の分析として交通の分野に

適用され始めた．これは，従来の交通需要予測で行われ

てきたような，現在の傾向の延長線上での起こりうる将

来を重視した短期予測（フォアキャスティング）とはア

プローチが大きく異なる．バックキャスティングを念頭

にした分析では，将来像実現のために想定される長期的

に大きな変化を伴うシナリオをより規範的に表現するこ

とを意図している．しかし，このような分析は長期的な

土地利用交通システムの変化そのものをシナリオ化する

ものが多く，その変化に必要な施策についてはあまり議

論されていない2)． 

CO2削減目標値達成のために必要となる施策投入量を

決めるためには，その長期的CO2削減効果を推計しなく

てはならない．この点で，バックキャスティングの分析

手法については，従来とフォアキャスティングと同様な

構造の都市・交通モデルを用いて，その適用の仕方を変

えることで，それぞれの結果を表現することが可能であ

るとも考えられる．しかし，このモデリングに本質的に

求められるのは，従来あるような将来予測の妥当性を追

求するための理論・技術面での改善ではない．むしろ，

従来のモデルで短期的将来において不変としている仮定

を変化させ，行動変化を含めた長期的将来シナリオを表

現し，施策実施に伴う将来変化の可能性を示すことがよ

り重要となる． 

これらを踏まえ，長期的将来の低炭素交通システムの

実現施策を検討する上で，施策効果の妥当性を分析する

ような将来予測ではなく，将来シナリオを設定した上で

シナリオによる効果の幅を大まかに把握することがより

重要となる．特に，アジア途上国で交通起源CO2排出を

2050年に現状から半減以下にする場合，先進国と同レベ

ルの車両技術水準になり環境負荷排出原単位が改善

（IMPROVE）したとしても，大規模な鉄道整備（SHIFT）

やスプロール抑制（AVOID）が必要となるとされてい

る2)．よって，アジア途上国の低炭素交通システムの設

計では，施策効果の幅を把握することで，必要な施策投

入量の目安を決定することが可能となる．  

しかし，アジア途上国都市においては，交通計画と土

地利用計画の関連主体者が多数存在いる一方，その連携

は弱く3)，このような統合的な土地利用交通施策は十分

に行われてきていない．また，これらの都市で，長期的

将来における土地利用交通システムを検討することも容

易ではない．これは，データ整備の不足や，将来の変化

予測が困難であることに起因する．近年，データ整備が

徐々に進められてきているが，実証的な交通モデルや都

市モデルを用いた施策分析に適用するには多くの労力が

必要である．また，急速な経済成長が見込まれるアジア

都市において，現状のデータによる分析のみでは，将来

の大きな変化を分析することができない4)． 

これらを踏まえ，既報において，アジア途上国都市の

道路と鉄道の整備経路によるモータリゼーションとスプ

ロールの進展の違いを日本の過去の成長期の例を参考に

把握し，日本の都市のデータを用いて構築されたモデル

をアジア都市に適用することで，鉄道整備によるモータ

リゼーションの抑制効果を分析してきた5), 6)．しかし，

これらの研究は，総市街地面積といった都市全体レベル

で分析されており，立地分布といった都市構造を考慮し

ていない．スプロール抑制施策による効果は，都市構造

の変化と大きく影響し合うため，それを含めた分析が重

要である． 

本研究では，アジア途上国大都市の例としてバンコク

に注目し，都市内の世帯立地分布を考慮して，土地利用

交通施策の早期実施による世帯立地のスプロール抑制の

可能性を分析する．バンコクは，90年代に道路を中心と

した都市づくりをしてきたが，その後，新しい都市内鉄

軌道の整備を進め総延長は80kmを超えるまでになった．

しかし，乗用車への依存度が依然高い都市である．ここ

では，バックキャスティング分析そのものは行わないが，

その適用を念頭とした長期的将来の施策効果を表現する

ための分析モデルを適用する． 

まず，バンコクにおけるスプロールの現状を利用可能

な実データから把握し，現状の傾向が続きモータリゼー

ションが進行したときの，世帯立地と市街地面積の都市

内分布の変化をモデル化する．そして，日本と同様に鉄

道整備に伴い鉄道利用が浸透するものと想定して，世帯

立地分布の変化を推計する．これより，鉄道整備，土地

利用規制，鉄道沿線高密度開発の実施時期による人口密

度上昇効果を分析し，抑制されうるスプロールの程度を

特定する．なお，本研究では，土地利用交通施策による

人口密度上昇の可能性を低炭素化を念頭に検討しており，

その社会的受容性，経済的効果の評価については研究の

対象外とする． 

 

 

2. アジア途上国の土地利用交通施策の分析 
 

アジア途上国において，環境問題を意識した土地利用

交通政策の必要性は，90年代から認識されてきている．

バンコクでは，Bangkok Agenda 217)という持続可能性を高
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める都市開発の理念が1998年に掲げられている．持続可

能な交通システムの構築の理念は，アジア途上国でより

共有されるようになり，2010年に採択されたアジアにお

ける交通システムのあり方を示したBangkok Declaration for 

20208)では，AVOID，SHIFT，IMPROVEによるアプロー

チが強調されている．ここでは，Transit Oriented 

Development（TOD）や幹線公共交通整備を促進させるよ

うな，統合的な土地利用交通計画の必要性が明記されて

いる． 

しかし，統合的な土地利用交通計画の実施は高度な運

営能力が要求されるため，先進国でもシンガポールとい

った限られた事例しかなく，組織的な成熟度の低いアジ

ア途上国都市では，このような理念を実際の計画に反映

することはまだ難しい．そもそもBangkok Declarationは環

境分野の主体者による取り組みであり，その内容が交通

計画や土地利用計画の主体者に浸透している事自体が疑

わしい．バンコクの土地利用計画では，経済成長に伴う

都市化に対応するため，多極的に都市を拡大することを

計画しており，その土地利用政策として，用途別ゾーン

（Bangkok Comprehensive Plan）をバンコク都内で設置し

ている．しかし，用途別ゾーンは既存の土地利用を反映

するよう設置したものでしかなく，交通インフラ整備と

の一貫性は十分に検討されていないため，将来の土地利

用政策の方向性が欠如しており，想定される急速な都市

化に対応できていないという問題点が指摘されている9)．  

将来の土地利用交通政策のあり方を検討するためには，

その有効性についての分析が必要となる．先進国都市で

は，環境負荷排出の低い土地利用交通政策を定量的に検

討するため，様々な土地利用交通モデルが適用されてき

た10)．土地利用交通モデルは，交通インフラ整備や土地

開発の空間分布が，交通行動や立地行動に与える影響を

計量経済的な手法を用いてモデル化したものであり，近

年はGIS等を用いて多様な現象を例証的にモデル化する

地理学モデルと統合して，より詳細スケールなマイクロ

シミュレーションへと発展している11)．欧米都市では，

実際の計画策定において土地利用交通モデルを用いた検

討が行われることも多く，このようなモデルの分析結果

では統合的な土地利用交通政策で40年後にBAU比約30%

までCO2削減を行うことが可能であるとされている10)．

しかし，先進国のモデルをそのままアジア都市に適用す

ることは難しい．アジア都市への適用において考慮すべ

き主な点として，急速な経済成長に伴う行動変化の表現

と，厳しいデータ制約下におけるモデルの簡易性が挙げ

られる． 

従来の土地利用交通モデルでは，特定の都市・地域を

対象に，5年間隔程度の2時点データを用いて交通行動や

立地行動のパラメータ推計を行い，短期の土地利用交通

変化をモデル化してきた．ここでは，パラメータ推計や

現況再現性における統計的な有意性を検証することで，

モデルの妥当性・有用性を確保することを重視してきた．

このようなモデルは，短期の既存計画や個別整備事業の

評価を行う上では有効であるが，環境問題で扱われるよ

うな長期でより大きな変化を伴う計画を評価することは

限界がある．これに対し，統計的妥当性の制約を緩め，

複数のルールに基づいて土地利用交通の変化パターンを

例証するような都市モデルは，大きな変化を伴う将来シ

ナリオの分析に適用されてきた10)．Cellular Automaton 

model (CA)では，長期的な都市域の成長について，中心

核の発生・拡散，中心核周辺の開発，道路沿線の開発と

いった現象にルールを適用し，全体の都市域変化に整合

するようそのパラメータを調整してモデル化している12)．

このようなルールは，土地利用モデルのマイクロシミュ

レーションでも適用されてきており13), 14)，アクセシビリ

ティを考慮した非集計的な土地開発や立地選択行動が，

詳細な街区グリッドのレベルでモデル化されている． 

しかし，このようなマイクロシミュレーションでは，

パラメータ推計の労力から，短期データを用いたパラメ

ータ推計が一般的で，その統計的有意性も高くない．そ

こで，実際計画により適用可能にするために，パラメー

タ推計の労力を省きシナリオ分析に重点を置くことで，

より少ないデータで操作性の高い都市モデルを構築する

試みがなされている15)．UPlan16)では，人口分布やインフ

ラ分布データといった一般的に利用可能なインプットデ

ータを用い，各種交通インフラへの近接性等から街区グ

リッド別の開発魅力度を算出し，新規開発の空間分布を

決定している．モデルの拡張も比較的容易であり，パラ

メータ推計やシナリオ設計のレベルはデータに応じて変

化可能であるため，様々な都市問題のシナリオの分析に

適用されている． 

また，途上国の都市交通モデルの構築では，モデルを

単純化していくことが有用であるとされている17)．途上

国では，交通モデル構築のためのデータは十分でない場

合が多く，先進国データによるパラメータの補完が行わ

れることもあり，土地利用の考慮はまれである．バンコ

クでも，土地利用交通モデルの構築が行われてきたが18)，

信頼性の高いデータは整備されておらず，データ収集を

個々の調査に頼っている．McDonaldら17)は，途上国都市

の環境負荷削減の分析に適した交通モデル構築のアプロ

ーチとして，複数都市の長期的なパネルデータの使用と，

マクロレベルの単純指標を用いたモデル構築を挙げてい

る．Schafer & Victor19)は，先進国と途上国の都市を含めた

長期パネルデータを用いて，経済成長と機関別交通需要

の関係をマクロレベルで分析している．また，都市内交

通起源環境負荷排出の構造は，茅恒等式20)と同様に，人

口，乗用車保有率，乗用車走行キロ/台といった要素に

分割され，それぞれが環境負荷に及ぼす影響はアジア都
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市でも分析されてきた21)．さらに，これらを経済レベル，

インフラレベル，人口密度といった限られた要素で表現

することで，将来の環境負荷排出やインフラ整備による

抑制効果もある程度分析することが可能であり，このよ

うなモデルは途上国への適用により適していると考えら

れる17)．しかし，施策の設計に有用であるためには，必

要な詳細レベルでの分析も求められる．特に，人口密度

は都市空間構造に大きく依存し，アジア都市における将

来の都市空間構造は土地利用施策により大きく変化する

ことが想定されるため，土地利用施策の分析において都

市空間構造の考慮は重要である． 

これらを踏まえ，本研究では，アジア途上国都市に共

通な土地利用交通システムの発展経路の特性に注目し，

一般的な発展メカニズムをモデル化することで，土地利

用交通施策による影響可能性を示すことを意図している．

本モデルの特徴は，アジア都市におけるデータ制約下で

の長期的行動変化の分析を行うため，将来予測ではなく

シナリオ設計に重点を置いている点にあり，以下のよう

にまとめられる． 

1) 道路優先整備を行ってきたアジア途上国都市におい

て，日本大都市の成長期でみられた鉄道早期整備を

行い，スプロールの進展を抑制させるシナリオを想

定し分析を行う．これは単純に日本と同様の土地用

交通システムそのものに変化するということではな

く，その変化のプロセスに注目している．道路交通

依存傾向にあるアジア都市が，土地利用交通施策の

実施時期により，どの程度鉄道利用を中心とするコ

ンパクトな都市に変化できるかが，アジアの特性を

反映したシナリオ化の意図である．それぞれのシナ

リオは，モデル分析における道路・鉄道整備の時系

列入力データの違いで表現する． 

2) 道路整備によるスプロール促進と，鉄道整備による

その抑制という不可逆的な発展経路について，より

一般的なメカニズムをモデル化する．この一般化に

おいて，モデル化する土地利用交通システムの指標

を主な要素に限定することで，経済成長によるその

発展経路を単純に表現し，データ制約のある途上国

への適用可能性を高める．アジアの都市成長におい

て，モータリゼーションとスプロールのメカニズム

そのものが大きく異なるというわけではない．しか

し，アジア途上国では，道路優先整備によりモータ

リゼーションとスプロールの進展速度が高いため，

土地利用交通施策の実施時期が，システムの発展経

路に大きく影響すると考えられる．この影響レベル

を推計するモデル分析においては，道路と鉄道整備

レベルによる立地・交通行動変化レベルのパラメー

タについて，日本大都市の長期的変化を参考にした

値の設定を行う． 

3) モデルを単純化する中で，アジア途上国の主な特性

を考慮した土地利用変化の分析を行う．アジア途上

国では所得格差が大きく，それぞれの所得層の交

通・立地行動は大きく異なるため，土地利用交通施

策が都市空間構造に与える影響は，先進国都市とは

異なると考えられる．特に，高所得者層は，車利用

によりキャプティブである一方で，郊外だけでなく，

都市鉄道駅周辺の新規高級開発地区にも住む傾向が

みられる．このような点を踏まえ，従来の道路交通

利用を重視する層に対して，新規開発される都市鉄

道利用を重視する新たな価値観を持つ中・高所得者

層との立地行動の違いを明示的に区別してシナリオ

化し，駅周辺に鉄道利用者をより居住させるような

施策効果を分析することが必要となる．これをモデ

ル分析するため，道路整備と鉄道整備の経路による

長期的将来における都市レベルの市街地面積，乗用

車保有率・機関分担率の変化の推定値に対して，地

区レベルの鉄道利用者と非利用者の立地をシナリオ

別にルール化することで，土地利用交通施策による

人口密度分布の変化の可能性を表現する． 

一方で，このモデルには限界点もある．アジア途上国

におけるデータの制約上，モデルの短期的将来予測につ

いての妥当性の検証は限定的にならざるをえない．しか

し，データの欠如はアジア途上国のモデリングにおける

本質であり，この妥当性の検証を追求することはモデル

構築をより難しくする．また，大きな変化を伴う長期的

将来シナリオを分析する上で，短期的予測の妥当性がど

の程度適切かという疑問が残る．途上国における交通施

策の環境影響評価では，その効果の推計が難しいため，

Clean Development Mechanism（CDM）に代表される国際

的な気候変動枠組みにおいても交通部門の取り組みは他

部門に比べ大きく遅れている．途上国における環境問題

への対策は急務であり，土地利用変化も長期的・不可逆

的であるため，途上国都市において，将来シナリオに基

づいたおおよその土地利用交通施策効果を把握可能なモ

デルの構築は有用であると考える． 

 

 

3. バンコク都におけるスプロールの傾向 
 

(1) 社会経済の推移 

バンコク都における経済発展は急速で，2000年～2009

年の間に，都内総生産は約1.4倍，世帯あたり家計支出

は約2倍になっている22)．東京では，1965年から2005年ま

での家計収入の平均上昇率が10年間あたり約1.7倍であ

り，バンコクの経済成長のペースが続けば同レベルの成

長となる． 

家計支出の内訳を見ると（図-1），2000年～2009年に
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おいて，家賃と交通費の割合はあまり変化していない．

一方で，世帯家計支出における乗用車購入費の割合は上

昇傾向にあり，2000年～2009年で1.8%から5.3%へと約3

倍になっている．これより，経済成長に伴い，乗用車保

有の選好が高まっていることが分かる． 

 

(2) 乗用車保有の推移 

経済成長は乗用車保有増加をもたらす．図-2は，アジ

ア各都市でのGRP（Gross Regional Product）と乗用車保有

率の関係の推移を示している6)．バンコクを含め多くの

アジア都市では，経済水準に対する乗用車保有率が日本

の都市より高くなっている．これより，今後のアジア途

上国における経済成長は，更なる乗用車保有の増加をも

たらし，深刻なモータリゼーションを引き起こすことが

考えられる． 

 

(3) 土地利用の分布 

バンコクの都市構造は一極集中であるといえる．2006

年における従業者分布の調査データ23)では，従業者密度

（第2次産業と第3産業の従業者数/地区面積）が高いエ

リアは，ほぼ都心部に集中している（図-3）．この従業

者密度が4,000人/km2以上である部分を都心部として区別

すると，2002年におけるバンコク都の土地利用分布の調

査データでは，市街化面積に対する商業土地利用の割合

が，都心部で16%，それ以外で8%である．一方で，住

宅地利用の割合は，都心部で45%，それ以外で59%とな

っている．また，1994年~2002年の市街地の増加率は年

間約5%とされている24)． 

 

(4) 人口動向と人口分布の推移 

バンコク都の人口は増加し続けているが，その増加率

は年々減少し，少子高齢化の傾向がみられる25)．出生数

と死亡数の差と人口の比である自然時増減率は，2002年

～2009年で，0.91%から0.77%に減少している．バンコク

都の将来人口予測26)によると，2025年の人口は2000年に

比べ0.7%減少し，この傾向が続くと2050年には22.1%の

減少となる． 

人口分布の推移に関しては，都心から郊外への人口流

出が顕著である．バンコク都の登録人口は，現在700万

人程度とされているが，出稼ぎ労働者や学生等の登録さ

れていない浮動人口のデータが含まれていない．このた

め，社会増減について正確に分析するのは困難であるが，

2002年～2009年の人口推移では，都心部では8.6%減少す

るのに対し，郊外では12.6%上昇している． 

 

 

4. 現状のスプロール傾向のモデル化 

 

バンコク都とその周辺の5県を含むバンコク首都圏

（Bangkok Metropolitan Region）を対象とし，現状のスプ

ロールの傾向が続いた場合の，将来における地区別（バ

ンコク都内50地区と周辺県5つ）の世帯立地選択と宅地

拡大をモデル化する．従来は，自動車アクセシビリティ

の向上と郊外立地の相互作用は，土地利用交通モデル等

で分析されてきた．しかし，このようなモデルの構築に

は多くのデータを必要とし，アジア都市では容易ではな

い．本研究では，現状再現のモデルを簡便化するため，

乗用車保有の増加にともない世帯の郊外立地が増加する

土地利用と交通の相互作用を前提とし，住宅地の土地利

用変化のみをモデル化する．ここでは，世帯がより大き

 
図-1 バンコクにおける世帯収入と支出内訳の推移 

 

図-2 アジア都市のGRPと乗用車保有の関係 

 

図-3 バンコク都内地区における従業者密度分布 
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な立地面積を有する低密度な地区を選好する程度と，需

要の増大による宅地拡大に伴い市街化面積が拡大する程

度をパラメータとして用い，各地区の世帯数と世帯あた

り立地面積を掛け合わせた住宅地面積の変化を推計する． 

ここで，本来は世帯立地の主な選好要素として，立地面

積と交通アクセスが挙げられるが，本モデルでは現状の

スプロール傾向が継続した場合のシナリオを設定する上

で，交通アクセスの要素は立地選択に考慮していない． 

アジア途上国におけるモータリゼーションに伴うスプ

ロールの特徴は，主に2つ挙げられる．まずは，自動車

利用可能性の増大により移動の速達性や利便性が高まる

ことで交通距離に対する抵抗が低くなり，相対的に立地

面積が立地選択においてより重視される．また，所得格

差の大きい途上国では，駅周辺に高級住宅の開発が進み，

主に自動車利用の富裕層が様々な利便性のため駅周辺の

立地を求める一方で，それ以外の人々がより地代の安い

郊外へと転出する傾向もある．本研究では，交通アクセ

スや地代は立地面積と一意的な負の関係にあると仮定す

ることでこのメカニズムを単純化し，郊外部における立

地需要の上昇を世帯あたり立地面積で表現した．これは，

鉄道整備による交通アクセスの向上がスプロールの抑制

につながらないことを想定しており，スプロールにおい

て最も悲観的なシナリオとなっている． 

本モデルは，スプロールの不可逆性を表現することで，

土地利用・交通施策の実施時期によるスプロール抑制効

果の違いを把握することを意図している．スプロールの

不可逆性は，一度開発された市街地は非市街地へは変わ

らないとして，市街地面積の増加分を推計する．また，

転入世帯の立地選択をモデル化することで，人口分布の

動的変化を考慮し，施策の実施時期による影響を表す． 

将来の経済成長のパターンのシナリオは，日本の1960

年から40年間の成長期と同様とし，経済成長により開発

投資が増大し，市街地面積の拡大へと繋がると仮定する．

一方で，現状のスプロール傾向が続いた場合，立地選択

行動は現在と変わらないとする．このモデルは，図-4の

ようなフローで，5年を1期として各期の推計を行う．モ

デル構築において，土地利用データが存在する2002年を

初期年として，次期の2007年の変化に対してパラメータ

を推計し，現況再現を行う．モデルの妥当性をある程度

確保するため，途上国でも利用可能なデータとしてバン

コクの地区別人口データを用いて，世帯郊外立地のパラ

メータ推計を行った．また，長期的将来の変化を表現す

るため，日本の過去データを参考に，市街地拡大のパラ

メータ推計を行った． 

 

(1) 転出入人口の推計 

t-1期の各地区iの人口Pt-1,iから，t期の転出人口POt,iと，

総転入人口PITtをそれぞれ推計する．世帯の住み替えは

一定期間毎に発生すると仮定し，各地区の転出率outt,iを，

将来推計の際に一定値として用いる．本研究では，対象

地域の総人口PTtの将来変化を設定し，転入人口は，総

人口から自然増減率nchgt,iと転出人口の影響を差し引い

たものとして算出する．この首都圏への総転入人口は，

首都圏内の移転人口と圏外からの転入人口を合わせたも

のであり，本研究ではこの総転入人口に対して立地配分

を行う． 

 

ititit PoutPO ,1,,         (1) 

  







  

k
kt

k
ktkttt POnchgPPTPIT ,,,1 1  (2) 

 

各地区の自然増減率の初期値は実データを用い，総転

入人口の将来推計においては，人口減少を表すため前章

で示した総人口の動向に合わせるようその変化を推計す

る．各地区の転出率については，実データを用いて算出

した．総人口については，登録人口による実データと既

存の予測結果26)に，浮動人口の仮定値を加算して設定し

た．ここで，現在のバンコク都の浮動人口が300万人程

と言われており，これはタイのバンコク都以外の人口の

約5%に相当するため，この割合が将来にわたり一定と

して人口予測値から将来の浮動人口を仮定した．これに

より，式(2)で，総人口PTtが各期で設定され，総転入人

口PITtが算出される．この結果，バンコク首都圏の人口

が，2005年から2050年までで約7%増加すると想定した． 

 

(2) 世帯立地選択モデル 

各地区の新規世帯立地数HIt,iを，ロジットモデルによ

り推計する．まず，総転入人口と平均世帯人数avghsizet

から総転入世帯数HITtを推計する．そして，世帯あたり

立地面積Lt,i（m2）と，各地区の規模変数としての世帯数

Hiにより，各地区への世帯立地確率を推計する．ここで，

立地面積は立地密度に関連する指標として用い，低密度

 

図-4 現状傾向による影響推計モデルの構造 
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な立地環境では，地代が安く床面積や周辺緑地面積の広

さによる魅力が高いことを表現している．一般的な土地

利用モデルにおける効用最大化行動においては，土地と

その他の財の消費についての代替関係がミクロ経済の理

論から想定されており，モータリゼーションにより地代

が安く広い郊外の土地へのアクセスが容易になる事で，

郊外立地需要増加によるスプロールが表現されてきた．

主体の立地選好をより非集計的に扱うマイクロシミュレ

ーションにおいても，立地密度は重要な要素として考慮

されている14)．また，日本における立地選好意識の調査

においても，アメニティへの選好を表現する要素として，

低密度な立地環境への選好は確認されている27)． 

将来のシミュレーションにおいては，まずはt-1期の立

地面積と世帯数を用いて推計を行う．転出入を行わない

世帯数は，自然増減率と転出率による人口Pt-1,iの変化と

世帯人数hsizet,iから推計し，これに転入世帯数を足し合

わせ，t期における各地区の世帯数を推計する．本研究

では，5年という比較的長い期間を1期としているため，

その期間内の世帯数や立地面積の変化が立地選択行動に

与える影響を考慮するする必要がある．そこで，t-1期を

初期値として推計したt期の立地面積と世帯数を立地選

択モデルにフィードバックし，立地面積と世帯数の推計

について1回の繰り返し計算を行った． 
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世帯の立地選択における立地面積の選好についてのパ

ラメータα1は，バンコクの各地区転入人口データを用い，

立地分布の推計値による現況再現性が最も高くなるよう

に推計した．その結果，決定係数は0.87という高い再現

性で，α1は0.00258と推計された．さらに，世帯の効用は

立地面積だけによらないと考えられるため，立地面積に

よる効用推計値と観測分布数による効用との残差分を，

地区それぞれに魅力度を表す残差効用attriとして加える

ことで，定数項の調整を行った．この残差効用は，将来

推計においては一定値として与える． 

 

(3) 宅地拡大モデル 

各地区の世帯あたり立地面積の変化Lt,iは，地区人口

の変化によるものと，所得の変化によるものを足し合わ

せ算出する．地区人口変化による立地面積の変化は，立

地需要が増えることによる宅地分割等を通した世帯あた

りの立地面積の減少を表したもので，地区人口の変化率

Pt,iと，世帯人数の変化率hsizet,iから推計される．所得

変化による立地面積の変化は，経済成長による開発投資

の増大を表したもので，基準化所得（所得/車両価格）

の変化率Itから推計する． 
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これにより算出される住宅地面積に，商業・業務地等

その他土地利用の比率を掛け合わせ，市街地面積を推計

する．本研究では，商業・業務地の面積は，住宅地と同

様に変化すると仮定し，その比率は各地区で異なるが，

将来シミュレーションにおいてその値は一定とした．ま

た，各地区の人口が減少した場合は，スプロールの不可

逆性からその住宅地面積は減少せず変化しないよう設定

する一方で，各地区の市街地面積の増加は，開発可能面

積ALt-1,iを超えないように制約を加える． 

人口変化や所得変化が立地面積に与える影響について

のパラメータは，日本の1965年から2005年の13大都市の

パネルデータを用い推計した．推計では，既往研究で構

築された都市レベルのデータによる回帰モデル6)から，

人口変化率と所得変化率の市街地面積1次半径変化率へ

の影響パラメータを使用した．ここで，人口変化と所得

変化それぞれの市街地面積変化への寄与分を足し合わせ

たものを，式(6)のように世帯立地面積の変化率とした．

将来シミュレーションにおける所得上昇については，東

京の過去データを参考に，年間2.7%の上昇率を設定した．

また，各地区の住宅地面積に対する市街地面積の比率は，

2002年のバンコクの土地利用データを用いて算出した．

推計された地区別の世帯あたり立地面積と世帯数は世帯

立地選択モデルにフィードバックされ，再推計された各

地区の人口，世帯数，市街地面積は，次期の推計に用い

られる． 

 

(4) 現況再現性 

2002年～2007年の変化をモデルにより再現した結果，

地区人口の推計値は，高く現況を再現した（図-5）．こ

のモデルを用いた将来推計では，2005年から2050年まで

の推計を行い，2005年の初期値は2002年からの3年間の

変化量をインプットとして推計する．この結果，2010年

の地区別人口推計についても，高い現況再現性（R2=0.95）

を示した．また，2005年から2010年の市街化面積の拡大

率の推計値は年間約3%となった．1994年から2002年まで

のバンコクの市街化面積の拡大率は年間約5%とされて
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おり24)，人口増加率が減少傾向にあることを考慮すると，

推計値は妥当なレベルと考えられる． 

 

 

5. 将来の鉄道利用の浸透を想定したスプロール

抑制のモデル化 

 

構築したモデルに鉄道利用の浸透に関する仮定を加え，

土地利用・交通施策がスプロール抑制に与える効果を分

析する．本研究では，幹線公共交通機関を代表するもの

として「鉄道」と表記するが，Bus Rapid Transit (BRT)等

の他の輸送力の高い交通機関も，含むものとする．現状

のバンコクでは，鉄道整備は始まっているものの，まだ

ネットワークとしては十分に整備されておらず，その沿

線に人口が集積している傾向は顕著にはみられない．ま

た，本研究では2050年の将来推計をしており，この長期

にわたる行動の変化を現状の傾向から把握するのは難し

い．よって，本モデルでは，途上国都市が，経済成長と

ともに現在の先進国の価値観へと移行していくものと想

定する．ここで，将来の鉄道整備にともない鉄道利用が

浸透し，鉄道利便性の高い地区に立地する鉄道重視型の

立地者が増えるとする．鉄道利用の浸透程度を日本のデ

ータを用いて表現することで，駅勢圏における鉄道重視

型立地者の増加によるスプロール抑制効果をモデル化す

る．このモデルのフローを図-6に示す． 

このモデルは，長期的将来における大きな変化を想定

いているため，必ずしも現状の傾向を表現するものでは

ない．自動車利用が主な富裕層が駅周辺に立地する傾向

があるとすると，鉄道利用への影響は限定的と考えられ

る．一方で，より所得の低い層は，鉄道を利用しても，

その周辺立地は難しい．このため，現状の傾向からこの

モデルの妥当性を議論するのは難しいが，先進国の成長

を参考に将来の鉄道利用の普及についてより妥当なシナ

リオを設定する．ここでは，都市レベルの経済成長やイ

ンフラ整備による乗用車保有率と機関分担率の長期的変

化を，日本のモータリゼーション期のデータを用いたマ

クロモデル5), 6)で表現する．これらのマクロモデルを途

上国都市へ適用する上で，近年の対象都市の観測値の傾

向に合わせるようインプットやパラメータの初期値を変

化させ，先進国とのシステムや行動の違いを考慮してい

る．この長期推計をもとに鉄道重視型の立地世帯数を推

定し，重視型の世帯と非重視型の世帯の立地選択の違い

をルール化することで，土地利用交通施策により起こり

うる都市構造の変化を表現する． 

バンコクの鉄道ネットワークについては，将来推計シ

ミュレーションの開始年である2005年では，実際に整備

されている約50kmのスカイトレインと地下鉄を対象と

する．BMRにおける現行の鉄道整備計画では，この鉄

道ネットワークを2030年までに総延長約509km（駅数321）

まで開発することとなっている28)．この計画に従い，図-

7のように将来鉄道ネットワークを設定した． 

 

(1) 鉄道重視型立地者数の推計 

鉄道整備や高密度開発により，鉄道重視型立地は増加

する．鉄道重視型立地者数RHITtは，都市全体レベルで

鉄道分担率Prを推計し，これに世帯数を掛けて算出する．

鉄道分担率の推計には，長期の経済成長における交通機

 

図-5 推計値の現況再現性 
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図-6 鉄道利用浸透による影響推計モデルの構造 

 

図-7 バンコクの幹線公共交通ネットワーク 
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関の特性の変化とその分担率への影響を考慮するため，

日本の都市レベルのパネルデータで構築されたモデルを

適用する．この分担率モデルでは，機関別交通費用の算

出は行わず，より単純化した各機関の特性指標を用いる． 

鉄道分担率を，駅密度（駅数/市街地面積）で推計す

ることで，鉄道整備による分担率上昇を表現する．また，

乗用車分担率推計には，モータリゼーションの代表的な

指標である乗用車保有率Ct（台/千人）を使用する．この

乗用車保有率は，基準化所得Itや一人あたり道路整備量

Rt（m/人）の上昇により上昇し，スプロール抑制により

人口密度Dtが上がることで，抑制されるメカニズムをモ

デル化し用いる．そして，各交通機関mの特性chrmとし

て，鉄道は駅密度，乗用車は乗用車保有率，2輪車は2輪

保有率，徒歩は人口密度を用い，機関分担率Pmをロジ

ットモデルで推計する．これより，高密度開発による乗

用車保有率の抑制は，その分担率を低下させることで，

鉄道分担率の上昇へと繋がる． 
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これらのモデルのパラメータγ，πは，日本のパネル

データから推計されている．これらのパラメータの詳細

については，乗用車保有モデルは中村ら6)の研究で，分

担率モデルは栂ら5)の研究で推計されたものを用いてお

り，それぞれ重回帰分析で決定係数が0.5以上と高い再

現性を示している． 

乗用車保有モデルの途上国都市への適用においては，

乗用車保有税が低い途上国都市では，日本のデータで推

定したモデルをアジア都市に適用した場合，過小評価さ

れる傾向にある．そこで，乗用車保有コストが日本と異

なるとし，基準化所得の初期値を現在の乗用車保有率の

観測値に合うよう調整した． 

また，分担率モデルの適用においては，鉄道整備が先

行した日本では，全般的に鉄道分担率が高い傾向がある．

アジア途上国都市では道路整備が優先されてきたので，

近年整備が始まった鉄道はその利用がまだ浸透しておら

ず，いまだ車利用が支配的である現状を示していると考

えられる．このため，日本の分担率推計モデルをそのま

まバンコクに適用し，その推計値を既往研究で用いられ

ている2010年の分担率の観測値29)と比較したところ，車

利用は過小に，鉄道利用は過大に推計される結果となっ

た．途上国の将来における鉄道利用の浸透の程度は不確

実であるため，現在のアジア都市の分担率データに合わ

せるように，分担率モデルの初期パラメータを調整する．

具体的には，式(8)のパラメータπm2を，車利用について

は分担率が高くなるように，鉄道利用については低くな

るように変化させた．このようなパラメータ変化の設定

は一般的ではないが，本研究では，アジア途上国都市が

将来東京のように鉄道利用が普及するというシナリオを

意図的に設定し，シナリオによる都市構造への影響の幅

を分析する． 

そして，現行の鉄道ネットワーク整備計画が完成した

時点で，鉄道利用が十分浸透し日本の分担率パラメータ

の値に移行するとし，その間の整備期間は，整備率に比

例して線形的にパラメータが変化するよう設定した． 

 

(2) 鉄道重視型の立地選択モデル 

鉄道整備は，その沿線地区への鉄道重視型の立地を促

進させる．鉄道重視型立地が従来の立地と異なる立地選

択をするとして，それぞれの立地分布をモデルで推計す

る．アジア途上国では，公共交通網が都市全体に整備さ

れていないため，鉄道移動時間が乗用車移動時間に比べ

高く，その普及につながっていない．しかし，将来にお

いて公共交通網が整備された場合，鉄道による移動時間

は現在よりかなり短縮され，自動車と同等に都市内移動

利便性の高い機関となっていることが考えられる．また，

アジア途上国でも高齢化が進んでおり，将来の高齢化社

会のモビリティとして鉄道の役割はより高まることも考

えられる．よって，本研究では，このような将来を想定

し，従来の郊外立地に対し，鉄道駅周辺への立地需要の

増加を鉄道重視型の立地としてシナリオ化する． 

鉄道重視型立地のスプロール抑制可能量の程度を示す

ため，従来の郊外立地に対して極端な立地行動の違いを

仮定する．従来立地と異なり，鉄道重視型立地はCBDへ

の公共交通による移動時間が少ない地区への立地を選好

するとする．単純化のため，土地面積の要素は立地選択

に考慮されておらず，スプロールに対してより都心部へ

の立地を選好する最も楽観的なシナリオとなっている．

CBD（Bang Rak地区）への公共交通移動時間PTi（分）は，

GISを用いて計測した．この移動時間は，各地区に居住

エリアを示すノードを複数設定し，このノード間の幹線

公共交通ネットワーク距離と駅～ノード間の道路ネット

ワーク距離から算出した．これを用いて，各地区に転入

する鉄道重視型立地者数RHIt,iを，式(4)と同様に推計する． 

 

 
  




k
kkk
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鉄道整備により，鉄道重視型立地者が立地可能な駅勢
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圏が増える．立地選択における各地区の規模変数として

は，総世帯数ではなく，立地選択範囲として駅勢圏の世

帯数SHiを用いる．しかし，アジア途上国における駅勢

圏の規模は，先進国とは大きく異なるものと考えられる．

これは，途上国都市における端末交通手段の違いに起因

する．先進国において駅勢圏は主に徒歩圏を想定するが，

途上国では歩行空間の質が低い都市が多く，その代替手

段としてパラトランジットと呼ばれる小型車両（ミニバ

ス・三輪タクシー等）を用いた中・短距離公共交通が発

達している．このような端末交通を活用した場合，駅勢

圏は徒歩圏を超えて設定することも可能である．このた

め，本研究では，駅勢圏を各地区の市街地全域とした場

合と，鉄道沿線から一定距離とした場合について分析を

行う． 

公共交通アクセスの選好についてのパラメータは，日

本における立地面積と移動時間の選好の程度を重みづけ

したQOL指標の既往研究30)を参考にし，前章で推計され

た立地面積のパラメータの相対値として算出した．この

パラメータの詳細については，加知ら27)の研究で，名古

屋のアンケート調査データを用いた非集計ロジット分析

で推計されたものを用いており，統計的にも有意な結果

となっている．ここで，バンコクと日本の都市における

人々の価値観は異なると考えられるが，将来のバンコク

の人々の立地面積と移動時間に関する選好は，現在の日

本の都市における人々の選好と同様であるという仮定を

している． 

 

(3) 鉄道重視型立地による宅地拡大モデル 

各地区の鉄道重視型立地者は基本的に駅勢圏に立地す

るとし，宅地拡大モデルにより，世帯タイプ別の立地面

積と住宅地面積の変化をモデル化する．鉄道整備による

駅勢圏への立地増加に加え，土地利用規制や高密度開発

を行うことで，住宅地面積の拡大を抑えることができる．

土地利用規制は，その規制レベルに応じて，各地区にお

ける住宅地面積の拡大を一定割合減少させる．これによ

り，世帯あたり立地面積を，地区内で一様に減少させる

ことができる． 

一方で，高密度開発は，特定の開発エリアにおいて大

規模な床供給を行うことで，開発に必要とする立地面積

をより小さくすることができる．よって，駅勢圏に高密

度開発を実施することで，鉄道重視型立地者あたり立地

面積を，高密度化のレベルに応じて減少させることがで

きる． 

これらの施策効果のメカニズムを考慮して，住宅地面

積の変化を推計する．まず，転入した鉄道重視型立地し

者とその他の従来の立地者を含め，式(5)のように地区

別の全世帯数を推計する．そして，式(6)の宅地拡大モ

デルに，土地利用規制と高密度開発による世帯あたり立

地面積の減少率を適用し，鉄道重視型立地者の立地面積

RLt,iと従来立地者の立地面積MLt,iをそれぞれ算出する．

高密度開発においては，新規開発における建物高さを上

げることで，世帯あたり床面積は変化せず立地面積のみ

を減少させることを想定する．ここで，世帯密度を2倍

にする場合は，立地面積を半分にするとし，この密度の

上昇率を外生的に与え立地面積の減少率を決定する． 

また，各地区の駅勢圏において，住宅地需要面積が駅

勢圏住宅地面積SALiを超えないよう，駅勢圏における鉄

道重視型立地の世帯数RHt,iを調整する．ここで，鉄道重

視型立地の需要が駅勢圏を超えた場合は，超えた世帯数

は圏外に立地すると仮定し，従来の立地と同様な世帯あ

たり立地面積を占有するとした．駅勢圏内の自然増減率

と転出率は，地区内と圏外と同一とする． 

 

ititi RLRHSAL ,,          (11) 

 

 

6. 長期的将来における都市構造の変化 

 

構築されたモデルを用いて，土地利用・交通施策によ

るスプロールの抑制の可能性を分析する．スプロール抑

制効果の指標として，都市の人口密度の上昇に注目する．

ここで，人口密度の空間分布を考慮するため，各地区別

の人口密度を，地区人口で加重平均した値を指標として

用いる．これは，周囲に住む平均居住者数に注目した指

標であり，居住者が実際に感じる平均人口密度

（Perceived Density）を示すもので，都市全体指標を用い

た一般的な人口密度より的確にスプロールを表現するこ

とができる31)．本章では，現状のスプロール傾向が続き

土地利用・交通施策による対応がなされないシナリオと，

施策を行ったシナリオとを想定し，それぞれのシナリオ

における世帯立地選択の変化について，モデルを用いた

シミュレーションを行った． 

本研究で分析する土地利用・交通施策として，鉄道整

備，土地利用規制と鉄道沿線高密度開発（TOD）を対象

とする．施策の実施時期によるスプロール抑制の効果を

推計するため，それぞれの施策について2パターンの実

施時期を設定し，分析を行う．これらの施策は補完的で

あり，その組み合わせでより大きな効果を期待できる．

このため，鉄道整備，鉄道整備と土地利用規制，TODを

含めた施策パッケージのシナリオを想定する． 

各施策の詳細を表-1に示す．対策なしのシナリオでは，

2010年以降公共交通整備も土地利用施策も行わないこと

を想定する．鉄道整備についてのシナリオは，現在計画

されている都市内鉄道整備（総延長509km，312駅）を想

定し，その実施時期に応じて，年間整備率を一定値とし
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て仮定する．土地利用規制についてのシナリオは，都市

域拡大の需要に対し50%を規制することを想定する．

TODについてのシナリオは，都市鉄道から1km以内の範

囲で高度開発を促進し，その地域に立地する世帯の密度

を2倍にすることを想定する． 

 

 (1) 現状のスプロールによる都市構造の変化 

対策なしシナリオとして，現状のスプロール傾向が続

いた場合についてシミュレーションを行った結果，2050

年における人口密度は76人/haと，2005年に比べ44%減少

した（表-2）．その変化の空間分布については，バンコ

ク都心（従業者密度4000人/km2以上）が57%と最も減少

が高い．バンコク都内の都心郊外やバンコク都周辺の郊

外地域では，人口は増加するものの，都市域の拡大によ

り，人口密度は減少している．この結果，2005年で見ら

れる都心部に集中した人口密度分布が，2050年ではより

一様な分布となり，スプロールによる都市構造の変化が

示された（図-8）． 

 

(2) 土地利用交通施策による都市構造の変化 

土地利用・交通施策による世帯立地選択の変化につい

てシミュレーションを行い，各施策が平均人口密度に与

える影響を推計した．土地開発は不可逆的であり，これ

らの施策は早期に実施する程，都市域の拡大を抑制し，

より高密度な都市を形成することが可能となる．本分析

の結果，各施策において，早期実施の効果が図-9のよう

に特定された．早期に全ての施策パッケージを行った場

合，対策なしシナリオに比べ，2050年の平均人口密度を

約2.5倍にすることが可能であることが示された．これ

より，CBDと鉄道沿線でより高密度な人口分布を形成す

ることが可能となる（図-10）．各施策効果についての

結果の詳細を以下に示す． 

a) 鉄道整備による都市構造の変化 

幹線公共交通としての鉄道整備は，その交通移動時間

を短縮することで，CBDと鉄道沿線に近接した地区にお

ける鉄道重視型立地を増加させ，都市の低密度化の進行

を抑える．これは，乗用車保有率の上昇を抑制し，鉄道

重視型立地の総数を増加させ，更なるスプロール抑制へ

とつながる．ここでは，パラトランジットを用いた端末

交通システムを想定し，駅勢圏は地区の市街地全域と設

定した． 

バンコクの交通計画は，本シナリオ内容の鉄道整備を

2030年までに完成させる予定になっている．シミュレー

ションの結果，この整備は，都心の人口密度を23%上昇

させ，他の地域よりもより都心を高密度にする効果があ

ることが示された（表-3）． 

しかし，このような大規模整備が予定通りに進むかは

不確実であり，整備が遅れる場合も少なくない．本分析

の結果では，鉄道整備の完了時期が2030年から2050年へ

と遅れることで，2050年における対策なしシナリオに対

する人口密度の上昇率は，21.0%から15.0%に低下した．

この早期整備効果は都心で最も大きく，その人口密度を

7%上昇させる結果となった． 

b) 土地利用規制による都市構造の変化 

土地利用規制は，各地区への立地世帯数の増加や経済

成長による開発投資に伴って拡大する都市域を，直接的

に規制することで拡大率を抑制させる．これは，新規開

発への許可を厳格化し，都市域拡大を抑制することを想

定している． 

表-1 土地利用交通施策のシナリオ 
実施施策 鉄道整備 土地利用規制 TOD 

実施時期 2010年～

2050年 
2010年～

2030年 
2030年～

2050年 
2015年～

2050年 
2030年～

2050年 
2015年～

2050年 

シナリオA （対策なし） 

シナリオB ○      

シナリオC  ○     

シナリオD ○  ○    

シナリオE ○   ○   

シナリオF ○   ○ ○  

シナリオG ○   ○  ○ 

 
表-2 2005年から2050年における平均人口密度の変化 

 
 

図-8 2005年（上）と 2050年の対策なしシナリオ（下）に

おける人口密度分布 

人口（人）
人口密度
（人/ha）

人口（人）
人口密度
（人/ha）

人口（%）
人口密度

（%）
バンコク都心 4,204,178 249 2,032,530 108 -52% -57%
バンコク都内郊外 5,578,176 110 8,048,978 89 44% -19%
バンコク都周辺地域 4,126,183 56 5,092,390 43 23% -24%
計 13,908,538 136 15,173,899 76 9% -44%

変化率2005年 2050年（シナリオA）
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シミュレーション結果では，鉄道整備と土地利用規制

を組み合わせるシナリオ5の場合，人口密度を鉄道整備

シナリオ3に対して16%上昇させることが可能であるこ

とが示された（表-4）．ここでは，都心より，都心近

郊・郊外地域でより高い人口密度の上昇が見られる．こ

れは，開発規制は必ずしも都心の魅力を高めるものでは

ない一方で，新規開発が大規模になる郊外では，規制に

よる都市域の減少量が都心より大きいことに起因すると

考えられる． 

規制の実施時期の効果については，2015年から規制す

ることで，2030年から規制する場合に比べ，2050年にお

いて11%人口密度が高くなる結果となった．しかし，こ

の早期規制による人口密度の上昇は，土地開発の拡大の

大きい都心近郊や郊外地域でより高いことから，空間的

に一律な規制では，都市の中心性を高めるような都市構

造の変化は限られることが示された． 

c) TODによる都市構造の変化 

TODは，幹線軌道沿線から1kmの範囲を高密度を促進

する駅勢圏地区とし，新規立地する鉄道重視型の土地占

有面積を減少させることで，都市域拡大の需要を抑制さ

せる．各地区の高密度地区面積は，GISを用いて特定し，

その面積は既に市街化しており拡大しないと仮定する． 

シミュレーションによって鉄道整備，土地利用規制に

TODを組み合わせた施策パッケージを実施した場合（シ

ナリオ7）は，TODを含まない場合（シナリオ5）に比べ

人口密度を81%上昇させる結果が得られた（表-5）．こ

れは，平均人口密度を上昇させるために，人口を高密度

地区に集中させることは土地利用規制よりも高い効果が

見込めることを示している．特に，都心部では127%と，

郊外地域に比べかなり高い人口密度の上昇が見られた．

このことから，鉄道沿線に人口を誘導するTODではもの

であり，鉄道整備レベルの高い都心で，よりその効果が

高いことが分かった． 

表-3 鉄道整備による平均人口密度（2050年）の変化 

 
 
表-4 土地利用規制による平均人口密度（2050年）の変化 

 
 

表-5 TODによる平均人口密度（2050年）の変化 

 

 

人口（人）
人口密度
（人/ha）

人口（人）
人口密度
（人/ha）

人口（%）
人口密度

（%）
バンコク都心 2,287,449 124 2,377,685 132 4% 7%
バンコク都内郊外 8,647,733 99 8,784,455 103 2% 4%
バンコク都周辺地域 4,238,717 44 4,011,759 44 -5% 0%
計 15,173,899 87 15,173,899 92 0% 5%

人口（%）
人口密度

（%）
人口（%）

人口密度
（%）

バンコク都心 13% 15% 17% 23%
バンコク都内郊外 7% 11% 9% 15%
バンコク都周辺地域 -17% 3% -21% 3%
計 0% 15% 0% 21%

シナリオB（2050年まで） シナリオC（2030年まで） 変化率

シナリオAからの変化率

人口（人）
人口密度
（人/ha）

人口（人）
人口密度
（人/ha）

人口（%）
人口密度

（%）
バンコク都心 2,402,799 134 2,502,509 141 4% 5%
バンコク都内郊外 8,721,845 109 8,721,658 122 0% 12%
バンコク都周辺地域 4,049,255 46 3,949,732 51 -2% 11%
計 15,173,899 96 15,173,899 107 0% 11%

人口（%）
人口密度

（%）
人口（%）

人口密度
（%）

バンコク都心 1% 1% 5% 6%
バンコク都内郊外 -1% 6% -1% 19%
バンコク都周辺地域 1% 3% -2% 14%
計 0% 5% 0% 16%

変化率シナリオD（2030年から） シナリオE（2015年から）

シナリオCからの変化率

人口（人）
人口密度
（人/ha）

人口（人）
人口密度
（人/ha）

人口（%）
人口密度

（%）

バンコク都心 3,652,637 286 3,872,101 319 6% 12%
バンコク都内郊外 7,823,690 164 7,681,692 187 -2% 14%
バンコク都周辺地域 3,697,572 62 3,620,106 69 -2% 11%
計 15,173,899 169 15,173,899 192 0% 14%

人口（%）
人口密度

（%）
人口（%）

人口密度
（%）

バンコク都心 46% 103% 55% 127%
バンコク都内郊外 -10% 34% -12% 53%
バンコク都周辺地域 -6% 23% -8% 37%
計 0% 58% 0% 81%

シナリオF（2030年から） シナリオG（2015年から） 変化率

シナリオE からの変化率

図-9 土地利用交通施策による平均人口密度の変化 

 

図-10 施策シナリオGによる人口密度分布（上）とその対

策なしシナリオAに対する変化率の分布（下） 

 

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060

平
均

人
口

密
度

（
人
/h
a
）

年

シナリオG

シナリオF

シナリオE

シナリオD

シナリオC

シナリオB

シナリオA

土木学会論文集D3（土木計画学）, Vol. 69, No. 2, 146-159, 2013.

157



 

 

この施策による人口密度上昇効果は，TODの実施時期

を2030年から2015年に早めることで，14%高めることが

可能である．早期整備効果の空間分布は，土地利用規制

では郊外の方が高かったが，TODでは都心から郊外まで

同レベルである．これより，TODによる早期整備効果は，

都心でも期待でき，より中心性の高い都市構造形成につ

ながることが示された． 

 

 

7. おわりに 

 

本研究では，アジア途上国都市における将来の経済成

長と鉄道利用変化について日本の経験から仮定し，モー

タリゼーションによる世帯立地のスプロール化をモデル

化し，鉄道整備，土地利用規制，TODの実施時期による

スプロール抑制の程度を分析した．この結果，アジア大

都市における今後のスプロール抑制の可能性を把握する

ことができた．構築したモデルによるシミュレーション

の結果，施策の早期実施はより効果的であり，これらの

施策の組み合わせによって，平均人口密度を対策なしの

場合に比べ2.5倍程度上げることが可能であることが示

された．この効果による都市構造の変化は，施策により

異なる．鉄道整備やTODは，都心の人口密度をより上昇

させるのに対し，土地利用規制は郊外でより高い効果が

見られた．このため，土地利用規制のみの効果は限定的

であり，高密度な都市を形成するためには，都心部での

開発促進と，郊外部での規制を組み合わせることが不可

欠であることが分かった． 

本研究の結果は，アジア途上国都市の将来の低炭素交

通システムの設計に貢献し得る．都市のコンパクト化に

よるスプロール抑制は，低炭素交通施策における

AVOID戦略の主要手段として位置付けられてきた．し

かし，この手段の設計については，まだ十分に議論され

ていない．特に，将来大きな変化が見込まれるアジア途

上国では，その設計がより困難となる．本研究では，ア

ジア途上国が日本と同様のモータリゼーションやスプロ

ールが生じるという仮定に基づいたモデルを構築し，土

地利用交通施策の効果を特定した．モデルは，入力デー

タを必要最小限にしており，データの不足するアジア都

市への適用可能性も高い．これによる結果は，将来のア

ジアの低炭素システムの設計において，目標とする都市

構造を達成するのに必要な施策投入量を大まかに把握す

る上で有用となる． 

一方で，本モデルでは，詳細レベルの都市特性は検討

できない．アジア都市は多様であり，価値観や制度は都

市により異なる部分があると考えられる．今後は，経済

成長や価値観の変化について複数のシナリオを設定し，

その長期的効果の分析を通して，アジアにおける低炭素

交通施策の設計を行っていく． 
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THE IMPACTS OF EARLY IMPLEMENTATION OF LAND-USE TRANSPORT 
MEASURES ON URBAN SPRAWL IN ASIAN DEVELOPING CITIES 

 
Kazuki NAKAMURA, Yoshitsugu HAYASHI, Hirokazu KATO 

and Vasinee WASUNTARASOOK 
 

As economic growth has caused motorization and urban sprawl in Asian developing countries, it has 
become increasingly important to develop low-carbon transport systems at the early stage of their growth. 
However, in designing measures to realize such systems, the effects of measures are hardly able to be es-
timated in cities of Asian developing countries due to their limited data and uncertain futures. This study 
analyzes the potential impacts of early implementation of land-use transport measures on urban sprawl in 
a mega-city of Asian developing countries by setting a scenario of future changes in the levels of motori-
zation and railway use based on Japan’s experience and modeling the consequent changes in households’ 
location in Bangkok. The results show that spatial distribution of changes in population density is signifi-
cantly affected by combination patterns among railway development, land-use control and TOD and by 
their implementation timing.  
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